




令和３年度 国立市下水道事業会計予算 

 

 （総則） 

第１条 令和３年度国立市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

  

（業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 （１） 処理区域内人口                   ７１，４５４人 

 （２） 年間処理水量                １０，５１２，０００ｍ3 

 （３） 一日平均処理水量                  ２８，８００ｍ3 

 （４） 主要な建設改良事業 

    イ 管路建設改良費               ９０４，０７５ 千円 

    ロ 流域下水道建設負担金            ２７８，４０３ 千円 

  

（収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

                 収   入 

 第１款 下水道事業収益              １，９９２，５９７ 千円 

  第１項  営業収益               １，３００，９６１ 千円 

  第２項  営業外収益                ６７５，９５８ 千円 

  第３項  特別利益                  １５，６７８ 千円 

                 支   出 

 第１款 下水道事業費用              １，８８７，４４９ 千円 

  第１項  営業費用               １，７３２，０８８ 千円 

  第２項  営業外費用                １５２，３６１ 千円 

  第３項  特別損失                       ０ 千円 

  第４項  予備費                    ３，０００ 千円 

  

（資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的

支出額に対し不足する額４３３，３７８千円は、当年度分消費税及び地方消費税資本

的収支調整額３４，８１１千円、当年度分損益勘定留保資金３０４，４５０千円、利

益剰余金処分額９４，１１７千円で補塡するものとする｡）。 

                 収   入 

 第１款 資本的収入                １，８８８，７０７ 千円 

  第１項 企業債                   ９６５，７００ 千円 
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  第３項 負担金等                      ９６０ 千円 

  第６項 補助金                   ７９３，７８３ 千円 

  第９項 その他資本的収入              １２８，２６４ 千円 

                 支   出 

 第１款 資本的支出                ２，３２２，０８５ 千円 

  第１項 建設改良費               １，２１６，０２１ 千円 

  第２項 企業債償還金                ９７７，６４８ 千円 

  第５項 基金積立金                 １２８，４１６ 千円 

   

（債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定め

る。 

事項 期間 限度額 

ストマネ（ポンプ場）改築工事 令和４年度 １５，６００千円 

 

 （企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定め

る。 

起債の目的 限度額 起債の方法 利率 償還の方法 

 

 

公共下水道債 

 

 

流域下水道債 

 

 

 

千円 

 

６６７，７００ 

 

 

２９８，０００ 

 

 

 

証書借入れ 

又は 

証券発行 

年3.5％以内 

（ただし、利

率見直し方式

で借り入れる

資 金 に つ い

て、利率の見

直しが行われ

た後において

は、当該見直

し後の利率） 

１．借入先 

財務省、東京都又

は銀行その他 

２．償還の方法 

据置期間を含み、

40か年以内の年賦若

しくは半年賦の元金

均等又は元利均等償

還とする。ただし、財

政その他の都合によ

り据置期間若しくは

償還期限を短縮し、

又は繰上償還若しく

は低利に借換えする

ことができる。 
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 （一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、１ ,０００，０００千円と定める。 

 

 （予定支出の各項目の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定

める。 

（１）営業費用と営業外費用の間の流用 

（２）建設改良費と企業債償還金の間の流用 

 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用

し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なけれ

ばならない。 

 （１） 職員給与費                   ９８，０９４千円 

 

 （他会計からの補助金） 

第１０条 下水道事業に充てるため一般会計からこの会計へ補助を受ける額は、 

６３７，９６４千円である。 

 

（利益剰余金の処分） 

第１１条 繰越（又は当年度）利益剰余金のうち９４，１１７千円は、資本的収入額が

資本的支出額に対し不足する額の補塡に処分するものとする。 

 

 

 

   令和３年２月２４日提出 

 

東京都国立市長 永 見 理 夫   

 

( 547 )

















 













 















































千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

債務負担行為に関する調書

下 水 道
事業収益

国都支出金 企業債

前年度までの
支出（見込）額

当該年度以降の
支出予定額

期間

令和４年度

期間 金額

事項

ストマネ（ポンプ場）改築工事

限度額

15,600

左の財源内訳

金額

損益勘定
留保資金

15,600 15,600
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